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国際貿易理論において，不完全競争と規模の経済の果たす役割が重要視され

てきているのは周知のとおりである．特に， Dixitand Stiglitz (1977）による

独占的競争の定式化を国際貿易にもちこんだKrugmanの先駆的貢献は注目

に値し，彼の論文集である・Krugman (1990）は独占的競争を国際貿易モデルに

おいてどの様に組み込むべきかが様々な形で紹介している．さらに近年では，

独占的競争の一般均衡モデルにおける生産要素移動，特に労働移動に関する経

済分析も数多くおこなわれてきている．

世界のいろいろな地域，例えば，ヨーロッパにおける EUや北米における

NAFTAなどにおいて，経済統合が拡大している状況では，国境はますます無

関係になってきている．それは，特に，各地域経済圏における財および生産要

素のフローに関してあてはまる． しかも，そのことは必ずしも経済統合が大き
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くなるにつれて，すべての地理上の地域が一様に発展していくことを意味しな

い．それとは裏腹に，一人あたりの国民所得や労働の生産性といったものが地

域間で収束（Convergence）するよりむしろ発散（Divergence）する傾向にあ

ることは周知の事実である．

本稿では，財の貿易が自由におこなわれている状況のもとで，生産要素の移

動，特に労働の移動が経済厚生に及ぼす効果を独占的競争下における国際貿易

モデルをもちいて検討する． このような研究はKrugman(1991) やMatsu-

yama and Takahashi (1993）によっておこなわれており， Matsuyamaand 

Takahashi (1993）では，労働者の地域間の移動によって引き起こされた地域

集中化現象により，労働者はより高度な生活水準を追求するつもりでより大き

な経済に移住したにもかかわらず，そこにおける経済厚生は地域聞の格差のな

い状況でもたらされる厚生よりも，逆に悪化してしまうという逆説的で興味深

い結論が得られている．

本稿におけるモデルは，世界経済を生産技術が必ずしも同一ではない2つの

地域からなるものとし，差別化貿易財バラエティーと差別化非貿易サービスを

供給している 2部門1生産要素貿易モデルである．唯一の生産要素である労働

者はどちらの地域に住むべきかを自由に選択でき，地域聞をコストレスに移動

できるものとする．規模の経済性のもとでは，労働者は1つの地域の中でしか

得られないような多様なサービスを求めて1つの地域に集中し，より多くの利

益を手に入れるのである． しかし，そういった集中化が必ずしも経済厚生上望

ましい集中とはいえない状況が生じる場合が存在することも示される．そう

いった状況を， Matsuyama and Takahashi (1993）にならい， 自滅的集中

(Self-Defeating Regional Concentration）と呼ぷことにする．

本稿の構成は以下のとおりである．まず，第1節においては，ともに独占的

競争が支配する 2部門，すなわち差別化貿易財部門と差別化非貿易サービス部

門をもっ 2地域経済モデルを展開する．第2節は， 2つの地域の労働者の分布

が所与であるという意味での短期均衡を，通常の独占的競争の貿易モデルで行

われるような手法をもちいて導出している．第3節では，労働者の人口の分布

が内生的に定まる長期均衡を導出する．そして労働者の人口が変化し場合の労
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働者一人あたりの効用水準（実質賃金）の変化をみる．そこでは，自滅的集中

がみられるケースが存在することが示されている．最後に，本稿の分析におい

て得られた結論をまとめ，モデルの拡張の可能性について簡単に述べる．

1. 2地域経済モデル

我々の考察する世界経済は2つの地域，すなわち RegionlおよびRegion

2からなる.2つの地域には，まったく同質な個人が居住しているものとする．

2つの地域の個人（または消費者）の選好は同一であるが，生産技術は必ずしも

地域間で同一ではないと仮定する．そこで， Regionlの人口をL1,Region 2 

の人口をL2=L-L1とおく． ただし， Lは世界経済全体の人口をあらわすパラ

メーターである．各地域には2つの産業，すなわち貿易財を生産している部門

Xと非貿易サービスを提供する部門Yが存在し，ともにチェンパリン的な独

占的競争市場が支配していると仮定する．そして，生産要素は地域聞を自由に

移動できる労働のみであると仮定する1.

独占的競争市場の定式化は， Dixitand Stiglitz (1977）タイプのものをもち

い，それをKrugman(1990), Suzuki (1991)流に国際貿易モデルのフレーム

ワークに非貿易サービス部門を組み込むことで拡張する．非貿易サービス部門

に独占的競争をもちこんだという点では， Matsuyamaand Takahashi 

(1993）のモデルと共通する．以下では，個人の選好を，これら独占的競争の一

般均衡モデルでよくもちいられる Love-of-Varietyアプローチにしたがって

定式化する．

1.1 消費者

この経済におけるすべての個人は同質であるが，その居住地においてのみ異

なる．そして，各個人は1単位の労働を所有し，それを非弾力的に供給すると

1 Krugman (1991) およびPremerand Walz (1994）では， 2つの地域に地域間

で移動不可能な生産要素（農民あるいは不熟練労働者）の存在を仮定しているが， ここ

ではMatsuyamaand Takahashi (1993）と同様に移動不可能要素の存在を排除する．
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仮定する．そのとき， UはRegioni (i = 1, 2）における総労働供給をあらわす

ことになる．

Region i (i=l, 2）に居住する代表的個人の効用関数を次のようなコプ＝ダ

グラス型で特定化する：

ui= cc主）μcctY-μ, oくμく1, i=l, 2. (1) 

ただし， c；はRegiontに居住する代表的個人による財あるいはサービスのグ

ループj(j=X, Y）の中のさまざまな財・サービスの消費量をある特殊な方法

で集計したものである．

財のグループXは差別化された貿易財のグループであり，簡単化のため，あ

る閉区間上に無数に存在していると仮定する．また，貿易財の輸送にはコスト

がかからないと仮定する．そこで，それらの無数に存在する差別化貿易財バラ

エティーの消費指標c左は次のようなCES型効用関数であたえられるものと
する：

「 電 1 。 1 『~茎ー

C主＝1Ionx[c1(x)r~dx+ fonx[c~ (x) r－石dxlax-I，句＞1. (2) 

ただし， xは差別化貿易財バラエティーのインデックスをあらわしており，

c!i(x）で， Region tの代表的個人による Regionjで製造されたバラエティ－

xE[O, nを］ (i, j= 1, 2）の個別消費量をあらわす．また， nをはRegionjで製造

される差別化貿易財バラエティーの範囲をあらわす．このような CES型によ

る効用関数の特定化はDixitand Stiglitz (1977）でおこなわれており，消費

者の効用は消費可能なバラエティーの数が増えるほど大きくなるという性質を

記述するのに便利である．

一方，グループYは差別化された無数の非貿易サービスからなる．差別化貿

易財の消費指標と同様に， Regiontに居住する代表的個人による，ある閉区間

上に存在するさまざまな差別化非貿易サービスの一人あたりの消費量を次のよ

うにCES型で集計化する：

F ・ 1 司~

C与＝lfo「ci(y)r"u;-dyσぺ吟＞1. (3) 



独占的競争下における地域集中化の経済厚生効果 -59-

ただし， y は差別化非貿易サービスのインデックスであり， c~（y） で， Region

tの代表的個人による Regiontで入手可能なサービスyE[O,nら］ (i=l,2）の

個別消費量をあらわす．ここで， n》はRegiontで入手可能な非貿易サービス

の範囲をあらわすが， Regionj (j手i）に居住する個人は閉区間［O,nシJ上に

ならぷ差別化非貿易サービスにはアクセスできないことに注意しておく． しか

し， 2つの地域で共通に提供されるサービスがあってもよい．以下では，変数の

上付き文字でRegionをあらわし，下付き文字で財・サービスのグループをあ

らわすことにする．

つぎに，代表的個人による効用最大化のための最適消費計画を考察すること

にしよう.Region tに居住する消費者の効用関数を2段階のコブ＝ダグラス

=CES型効用関数 (1)-(3）で特定化したために，次のような考え方で代表的

個人の効用最大化問題を特徴づけることができる．

1. 第1段階で個人は所得のうちμの割合を貿易財バラエティーの消費に，

1－μの割合を非貿易サービスの消費に割り当てる．

2. 第2段階で各グループの財・サービスの購入に割り当てられた所得をさ

らに，個別のバラエティーとサービスの購入に配分する．

第2段階の効用最大化問題を解くにあたっては，双対（dual)アプローチが有

用である．まず， Pxで2つの地域に共通の差別化貿易財価格指数をあらわすこ

とにする．それは次の式であたえられる2:

Px= [.r1[Pl(x) J1ーらの＋ Ion｝［必（x)r-axdx］~. (4) 

ただし， p~（x） は Region tで製造される差別化貿易財バラエティ－xE
[O, n去J(i=l, 2）の価格をあらわす．これは差別化財の消費指標c去と双対関

係になっている．

次に，この価格指数Pxを単位支出関数とみなして， Hotelling’sLemmaを

2差別化財の消費指標と価格指数の双対関係についてはDixitand Stiglitz (1977) 

を参照のこと．
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適用すれば， Regiontの代表的消費者による Regiontおよびjで製造された

バラエティーに対する個別の需要関数はそれぞれ次のようになる：

「ρ主（x)rσxμwi 
空（x）三一一｜ -,  xE[O，叫， i=l,2, 
L Px J Px 

および

「Pt(x)rax μwi 
c!J(x) ＝卜－I一一， xE[O，地］，同ニ1,2, 
L Px」 Px

(5) 

(6) 

ただし， dでRegiontの名目賃金率をあらわすことにする．需要関数（5）お

よび（6）の導出には，第1段階で， Regiontの消費者がμwiの金額を差別化

貿易財の購入に割り当てることを考慮してある．そこで， Regiontにおける

Region jの代表的貿易財バラエティーにたいする Regiontの代表的貿易財

バラエティーの相対需要が次のようになることが簡単にわかる：

4=(1!_主可 t針ニ12. 
Cx ＼ρを／’ (7) 

一方， Regiontにおける差別化非貿易サービス価格指数は次の式であたえ

られる：

P}=[fon~［偽）r-ay dy］弓，円2 (8) 

ただし， p~（y） はサービス yE[O, nら］ (i=l,2）の価格である． これも差別化

サービスの消費指標c》と双対関係にある． ここで， 2つの地域の消費者はと

もに共通の差別化貿易財の価格指数に直面することになるが，差別化非貿易

サービスの価格指数は2つの地域で異なることに注意しておく．

第1段階で， Regiontの消費者は (1－μ）似の支出を，差別化非貿易サービ

スに対しておこなうことを考慮すれば， Regiontで入手可能なサービスyに

対する個別需要関数も同様に， Hotelling’sLemmaをもちいて，次のように導

出される：

i 「合乙（y)ray (1-μ)wi 
cら（y）三卜云「｜ ni , i=l, 2. (9) 

L .L y .J .L y 

これまでに，各バラエティーあるいはサービスに対する個別の需要関数を
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(5), (6），および（9）という形で導出したが，句＞1は部門jα＝X,Y）のバラ
エティーあるいはサービスの聞の代替の弾力性のパラメータをあらわすだけで

なく，各バラエティーあるいはサービスの生産者にとっての需要の価格弾力性

をもあらわすことを，次に生産サイドを記述することで，確認できる．

1.2 差別化財およびサービス部門

ここでは，ともに独占的競争市場が支配する差別化貿易財バラエティ一部門

Xおよび非貿易サービス部門Yにおける生産技術と企業の最適化行動を記述

する．各部門の企業は，同じ部門内の他の企業と同ーの生産技術を共有するが，

地域間では生産技術は異なってもよいものとする．独占的競争の国際貿易モデ

ルにおいて，生産技術に国際的な格差の存在するケースはSuzuki(1991）で

扱われている．

まずは，各部門の生産技術を特定化しよう．各バラエティーおよびサービス

は，その生産において規模の経済性が存在するため，単一のatomisticな企業

により供給されることになるs.そのとき， nJ(j・＝X,Y; i=l, 2）はRegioni 
で製造されるバラエティーあるいはRegiontで入手可能なサービスの範囲を

あらわすだけでなく， Regiontで操業している各部門の専門企業の数をあら

わすことになる．

Region tの部門jにおいて，あらゆる貿易財バラエティーあるいは非貿易

サービスをqJ単位供給するにはまず， F；単位の固定的な労働投入を必要とし，

それから単位あたりの産出量につき α；単位の可変的労働投入が必要となると

仮定する．すなわち，

l}=FJ＋α；qJ, j=X, Y; i= 1, 2, 、、，ノハU
噌
E
A
〆’t
、

単位の労働が代表的バラエティーあるいはサービスをq；単位供給するのに必

3仮に同じ製品を2つあるいはそれ以上の企業が生産するとしたら，企業間での寡占

競争おこなわれることを仮定すれば，等しい費用構造をもっ完全代替財生産者のベルト

ラン価格競争となり，限界費用と等しい価格戦略と操業利潤がゼロとなることから， 同

一製品が2つ以上の企業により重複して生産される可能性が排除される．
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要であるとしよう．これは労働で測ったバラエティーないしサービスの生産費

用をあらわしている． したがって，平均費用は生産とともに低下するので，規

模の経済性が存在するといえる．

次に，各部門の代表的企業による最適化行動を特徴づけてみよう．各部門の

代表的企業は差別化財およびサービスの価格指数Pxおよびpしを所与のもの

とみなして行動する．このことは企業が，自己の価格政策の変更に対してその

他の企業が反応しない，すなわちその価格は一定のままであると想定すること

で，そしてその部門内の企業数が十分に大きいと仮定することで正当化され

る．したがって，（5),(6），および（9）により，部門jの各企業は価格弾力性

が句 (j=X.，わである右下がりの個別需要曲線に直面する4.

Region tにおける部門jの代表的企業は利潤を最大化するために，自己の

限界収入と限界費用とが等しくなるように，最適価格を次のように設定する：

PJ=PJ(z）＝（合）a;w¥zE〔川 (11) 

これより， 2地域聞において，代表的貿易財バラエティーの相対価格は次であ

らわされる：

す（号）（手）州＝1,2. (12) 

2つの独占的競争部門ではともに， 企業の参入および退出は自由であるので，

均衡においては利潤がゼロになる．すなわち，操業利潤と固定費用が等しくな

るので次の関係が成立する：

(pJ-a;wi)q;=F;w¥ j=X, Y; i=l, 2. (13) 

そこで，最適価格（11)を（13）に代入すれば， Regiontにおける個別バラエティーあ

るいはサービスの生産量を得る．すなわち，

4需要関数（5),(6），および（9）は消費者一人あたりの需要量をあらわしている

が， ここではRegiontの人口U をかけあわせることによって， 総需要量が導出され

る．
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(14) 

ここで，部門jのゼロ利潤均衡における規模の経済性の指標を，限界費用に

対する平均費用の比率として，計算してみると次のようになる：

一－－ーコー＝一一二一一＞l. i=X, Y. 
0-1 l-1/0 ’J 

したがって，句は，消費者のバラエティーあるいはサービスの聞の代替の弾力

性という晴好をあらわすだけではなく，技術についてのパラメータとも考える

ことができる．ここでは， Krugman(1991)にしたがい，巧を部門jα＝X,Y) 
における技術をあらわすパラメータとして分析をすすめていくことにする．

最後に，各部門の企業数を決定することで生産サイドの記述を終わる．

Region tにおける総所得を Wiとすると，サービス部門におけるゼロ利潤の条

件より，次の関係が成立する：

(1一μ）Wi =ni piqt=niwi1σyF}, i=l, 2. (15) 

利潤はどの部門でも均衡ではゼロとなるので，総所得は賃金所得のみからな

る．すなわち，総所得は次のように定義される：

wi三卸iJ!,, i= 1, 2. (16) 

そこで，所得の定義式 (16）を (15）の関係式に代入すれば， Regiontにおけ

る非貿易サービス企業の数が次のように決定される：

・ ι ．
nし＝与寺I.!,i= 1, 2. (17) 
vyL・y 

これより，サービス企業の数（非貿易サービスの範囲）について，次のことが

あてはまる：

1. 各Regionで入手可能なサービスの範囲は各Regionの人口に比例す

る．

2. もしサービスの供給において固定費用が存在しない，すなわち規模の経
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済が存在しないのであれば，規模に関して収穫一定の生産技術を各企業は

共有することになり，企業数は無限大に発散してしまう．このことから，

2つの地域の消費者は人口の1つの地域への集中に頼ることなく， 無限種

類の差別化されたサービスの供給を受けることになるので，規模に関して

収穫一定の場合は何ら地域集中化へのインセンティヴをあたえることはな

3. 一方，規模の経済が存在する場合，大きな人口が多くの企業とより広範

なサービスをサポートするのに必要となる．このことが，このモデルにお

いて，人口がある地域に集中するインセンティヴをあたえる．

こんどは， Regiontにおいて貿易財バラエティーを製造している企業数を

もとめる.Region tの非貿易サービス部門Yに雇用される労働者数は (1-μ)

Liなので，完全雇用条件より， Regiontにおける貿易財バラエティーの製造

部門Xに雇用される労働者はμLiでなければならない．したがって，各部門に

雇用される労働者の数は，それぞれその地域の人口に，消費者の所得のうちの

各部門の財あるいはサービスに対する支出の割合をかけあわせたものになる．

そこで， Regiontにおける貿易財バラエティー製造企業数が次のように決定

できる：

• μE μ i nx= i ,; t二一一→I.:, i= 1, 2. 
Fl,+a'xqx Oxt'x 

(18) 

したがって，貿易財バラエティー製造企業数（貿易財バラエティーの範囲）に

ついて，次のことがいえる：

1. 各Regionで製造される貿易財バラエティーの範囲もまた各Regionの

人口に比例する．

2. もしバラエティーの生産において固定費用が存在しない，すなわち規模

の経済が存在しないのであれば，各企業は規模に関して収穫一定の生産技

術をもちいて生産することになり，企業数は無限大に発散してしまう． し

たがって， 2つの地域は差別化財の貿易をおこなうまでもなく無限種類の

バラエティーが入手可能とになるので，規模に関して収穫一定の生産技術
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のもとでは差別化財バラエティーの産業内貿易はおこなわれることはな

(17）と (18）からさらに，バラエティーおよびサービス企業数の地域間比率

をもとめると，次のようになる：

n! 1F}¥1 L1¥ 
~＝，1ヂJ\J!), j=.;; .. , r. (19) 

これから，各部門の固定費用が小さいほど，その地域の相対的企業数（バラエ

ティーあるいはサービスの範囲）が大きくなり，もちろん人口が大きい地域ほ

ど相対的企業数も大きくなるといえる．

最後に，この世界経済全体で入手可能な貿易財バラエティーの範囲をもとめ

ると次のようになる：

nv三 し＋n；，＝判！！.＋互｝
A A A ax¥F'x F'xl 

これに関しては，以下のことがいえる：

1. 各Regionにおける固定費用が小さいほど， この2地域経済で入手可能

な差別化財バラエティーの範囲は大きくなる．

2. もし経済全体の人口が1つの地域に集中するのであれば，バラエティー

生産における固定費用の小さいRegionに集中すると入手可能なバラエ

ティーの範囲は大きくなる．

2. 短期貿易均衡

前節までは，各地域の名目賃金率を所与のものとして，消費者および生産者

の主体的な均衡を導出してきたが，次に，地域聞の自由貿易を考察することで

賃金率の決定について考慮する．ここでは，労働者の分布が所与のものである

という意味での，短期における均衡相対賃金率しか決定できず，賃金率の絶対

水準は決めることができない． また， 2つの地域において労働者の賦存量は短

期においては固定されているので，ここでの均衡の導出方法は通常の差別化財
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貿易モデルにおけるものと閉じであるs.この節の後半では，短期均衡における

労働者一人あたりの厚生分析もおこなう．

2.1 均衡相対賃金率

2地域聞の均衡相対賃金率は貿易財バラエティーの生産条件によってのみ決

定されることをここでは示す．それにはまず，貿易財バラエティー市場清算条

件：

どc~（x)+Ecf!(x)=qt xE[O, n主］，炉j=l,2 (20) 

を考慮しなければならない．そこで，差別化貿易財バラエティーに対する個別

需要関数（5）および（6）にバラエティーの最適価格 (11)を代入して整理す

ると，次のようになる：

Ci1三cl}(x)＝ん（α1Qf,

村（x)=Ci1• （－豆半.yx,
＼ αX I 

c_i1=cf (x) =ci1 ・ (w)-1, 

,,,1ι、＼UX
cf =c_i2(x) =c_i1 ・ (w)-1(-ーミー）

、ux’

xE[O, niJ, 

xE[O, niJ, 

xE[O, niJ. 

xE[O，込］．

(21) 

ただし， Kx三μ(a.x-1) Iσxで定数であり， ω三卸1;w2で相対賃金率をあらわす．

そして， Qは次の式で定義される：

Q＝ぬ＋ni（・ム1可
＼α話。／

これより，各地域の消費者による各地域で製造されたバラエティーに対する需

要は相対賃金率ωの関数となることがわかる．これらの個別需要量（21)を貿

易財バラエティー市場の清算条件（20）に代入すれば，以下のとおり，短期に

5費用構造が2つの国で対称な場合はKrugman(1990），非対称な場合はSuzuki

(1991)を参照のこと．
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おける均衡相対賃金率が決定される．

w•=(ft(i｝一九⑤（器f
この均衡相対賃金率について，以下のことがいえる：

1. 均衡相対賃金率は2つの地域の労働者の分布には依存しない．
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(22) 

2. 均衡相対賃金率は2つの地域の貿易財部門における固定費用比率と限界

費用比率のコブ＝ダグラス型関数になっている6.

3. 2つの地域の製造部門における生産技術がまったく同一（αi＝佐かっ
F;=Fわであれば，〆＝lが成立し，名目賃金率は2地域間で均等化する．

4. 貿易財バラエティー聞の代替の弾力性σxが大きくなると，貿易財の生

産における規模の経済性が小さくなる． そのとき貿易財部門において， 1 

単位の固定費用に対する限界費用の大きさ佐／Fiが相対的にRegiontの

ほうが大きいのであれば，すなわち固定費用の限界費用に対する費用削減

率においてRegiontが非効率であれば， Regiontの相対賃金率は低下し

てしまう．

5. aiz佐かっF]zFiで，少なくともどちらかの不等号が厳密に成立すれ

ば，技術劣位にある Region2の名目賃金率のほうがRegionlのそれよ

りも相対的に低くなる．

(a) サービス部門の生産技術が2つの地域聞が異なっていても，製造部門

の技術が同一である限り， 2つの地域聞において名目賃金率は均等化す

る．すなわち，非貿易サービス部門の生産技術の相違は均衡相対賃金率

の決定には何ら影響がない．

(b) そのとき，サービス部門の技術劣位にある地域に居住する消費者は高

いサービス価格に直面する．

この均衡相対賃金率のもとでは， 2つの地域間の貿易収支が自動的にバラン

スすることも容易に確認できる．すなわち，

6この結果はすでにSuzuki(1991)で知られている事実である．
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En弘C_i1lw=w*-!Jn2x.PiCi:21w=w* =O 

が均衡相対賃金率において成立している．ただし，この式の左辺第1項は

Region lの輸出をあらわし，左辺第2項はRegionlの輸入をあらわしてい

る．ここでは，均衡相対賃金率が各地域の要素賦存や晴好に依存しないことを

示したが，実質賃金率については各地域の人口や噌好をあらわすパラメーター

に依存していることが次で示されるであろう．

2.2 生活水準指標

ここでは，短期均衡における各地域の労働者1人あたりの効用水準（実質賃

金率）を導出する．そしてこれをMatsuyamaand Takahashi (1993）にした

がい，生活水準（Standard-of-Living）の指標とよぶことにする．また，労働

者の地域聞の分布が内生的に決まる長期均衡の分析はのちの節でおこなわれ

る．

まず，任意の相対賃金率ωに対して， Regionlおよび2における差別化貿

易財バラエティーの個別消費指標は，個別需要量（21)を（2）に代入すれば，

それぞれ以下の式であたえられる：

kイー 1 「 ／ 山、 ¥ 1 . 

Ciニヰ（n1）石11+ ( rwり一1戸ァ） I 1 
α玄 L ¥ uJ不／」

(23) 

C,i=t（込刷1+ (rw＊）一1（す）ax-杭 (24) 

ただし， r=L1/L2=L1/(L-L1）は人口（労働者）分布の比率，ないし地域閉経

済規模の格差をあらわすノマラメータで，短期においては一定である． これらの

消費指標（23）および（24）もまた， 2地域聞の相対賃金率ωの関数となる．

次に，非貿易サービスの市場清算条件から， Regiontの一人あたりの個別

サービスの消費量はcし＝qし／J!,となる．これを（3）に代入して，さらに (14）お

よび（18）をもちいると， Regiontにおける差別化非貿易サービスの個別消費

指標は次のようになる：
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C~＝!EHj炉； Ky三 Q 一μ〕 （ay-1)/ay.
""Y 
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(25) 

消費指標（23）一（25）からわかるように，消費者は財およびサービスの消費内

容の多様化を好むことがわかる．

以上から，各地域に居住する代表的個人の効用が次のように計算できる：

U1=K1似）ホ＋剖l+(rwバ (26) 

u2ニK2(L2）右吋1＋（ゲ）（－~－f-1] μ (27) 

ただし， Ki(i=l,2）は定数で，次の式であらわされる．

Ki三（会）μ（釘－＼右）刊誌）告，作1,2. 

これらの代表的個人の厚生水準（26）および（27）を Standard-of-Living

Indexとして定義する．

ここで， Standard-of-LivingIndexの性質として，次のことがあげられる：

各バラエティーあるいはサービスの生産技術が改善されるほど，すなわ

ち固定費用と限界費用が節約的になればなるほど， Kiは大きくなり， 2つ

の地域の Standard-of-LivingIndexは大きくなり，経済厚生は改善され

る．

2. 2つの地域での生産技術が同一であれば， K1=K2=Kとなり，さらに短

期均衡における相対賃金率はω＝ω‘＝1になる． したがって， そのときの

Standard-of-Living Indexは次のように計算される：

1-μ μ 

ui三K(E）~｛~1. i=l,2. 

(a) 2つの地域で人口規模が等しければ， Standard-of-Living，すなわち

経済厚生が均等化する．

(b) また，人口規模が大きい地域ほど，経済厚生は大きくなる．これはそ

の地域で入手可能なサービスのメニューが大きくなるからである．
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(c）世界経済全体の人口Lが大きくなるほど，バラエティーおよびサーピ

スの消費内容がともに拡大し，経済厚生は高まる．

3 長期人口移動均衡

この節では，労働者に住むべき場所を自由に選べる権利を与える．すなわち，

これまで所与のものとされていた労働者の分布が内生的に決定される長期均衡

の導出を， Matsuyama and Takahashi (1993）やPremer and Walz 

(1994）にしたがっておこなう．そして，その均衡が安定かどうかを探る．

この2地域経済モデルの総人口Lの配分は，個人による個別の人口移動

(Migration）の意思決定により決定される．労働者による 2地域聞の人口移動

は， 2つの地域での Standard-of-LivingIndexが均等化したときにストップ

する．そこで，労働者の人口移動がストップする Migration均衡条件は次の式

であたえられる：

U1=U2 白与＝l.
この条件のもとでは， 2つの地域の実質賃金率は均等化している．そこで，（20)

および（21)であたえられるそれぞれの地域の Standard-of-LivingIndexの

比率をもとめると次のようになる：

与ニ（手）（三）告（ω＊）若ω
たTごし，

K1 I山一μIF；，竺T 皿－τ＝ー） ｛一一r.(w*)~ 
I仁＼αシI ¥F;J 

となる. (28）に（29）を代入すると，次の式を得る：

i .. /a~ ＼1一µIF2v¥--f;3-; JJ d壬
コ＝（ω）寸）（ーry〓ー－r‘
u ＼αyl ¥.fly! ¥.LI 

(28) 

(29) 

(28) 

したがって，この式の右辺をω＝ω’で評価すると， Migration均衡条件を満た

す労働入口比率が次のように一意にあたえられる：
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%1w=w* ={ （会）（会-r-1｝~－号（手）（会）町一1 (30) 

この式により次の命題が得られる：

命題1 もし 1つの地域が差別化貿易財部門と差別化貿易財部門の両方にお

いて，技術的な優位をもつのであれば， Migrationが自由な長期均衡において，

技術優位にある地域の人口は相対的に小さくなる．

Proof : Region tが2つの部門の生産技術においてともに優位をもつので

あれば，4く4かっ勾くF／α手j=l,2; k=X, Y）が成立するので，（30）より，
Li/Iflw=w＊く1が成立する． Q. E. D. 

命題1については，次のように理解できる．技術優位地域で、は固定費用が小

さいので， (17）および (18）より，企業数は大きくなる傾向がある．すなわち，

人口規模がたとえ小さくても，小さな固定費用のため企業数は相対的に大きく

なる．バラエティーやサービスが多様になればなるほど，生活水準（Standard

-of-Living）は改善されるので，人口規模の小さな技術優位地域は人口規模の

大きな技術劣位地域に対して生活水準の点ではひけをとらない．逆に，技術劣

位にある地域が技術優位地域に生活水準の上でおくれをとらないためには大き

な人口規模が必要である． したがって，一人あたりの効用水準（生活水準）の

均等化をもたらすような人口分布が技術劣位地域に偏りをみせるのは以上の理

由からである．

また，長期Migration均衡においてさらに次の命題が成立する：

命題2 2つの地域の生活水準が均等化するような長期Migration均衡は不

安定な人口分布をもたらす．

Proof ：証明にはパラメータの値を特定化して描いたFigurelおよび

Figure 2をもちいる． Figure 1の横軸はRegionlの人口，縦軸は2つの地

域の生活水準（一人あたりの効用水準）を測る.Figure lは生産技術が2つの

地域で対称なケース， Figure2は非対称なケースのグラフを描いている．ただ

し世界経済全体の人口Lは1に基準化しである.Figure lにおいて，生産技

術は同一なので， Regionlの生活水準u1は右上がりのグラフ， Region2の
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生活水準U2は右下がりのグラフで描ける．生活水準が均等化するのはL1ニL2

=0.5の人口分布である． その交点Eの右ではu1の方が大きいので， 人口は
ますますRegion1に集中し，人口の分布は点Eから離れていくであろう．

Figure 2は消費者の支出が差別化貿易財に比較的偏っている場合のグラフ

で， Region1が差別化貿易財の生産に優位をもっていて， Region2が非貿易

サービスにかなりの優位をもっケースを描いている． このケースでも交点のE

は生活水準が均等化しているが不安定な均衡である．なぜなら，交点Eの右に

人口分布がずれると，生活水準の高い Regionlに，左にずれると逆に生活水

準が上昇する Region2に人口が集中するからである． Q. E. D. 

Figure lから3までにおいて，交点Eはすべて不安定な均衡で，端点Aお

よびB，すなわち，人口がどちらか一方の地域に集中している均衡はすべて安

定な均衡である．さらに， Figure2において注目すべきところは，不安定な均

衡の交点Eから左に人口の分布が何らかのショックでずれると，人口の分布は

グラフにそって左の縦軸にぶつかるが，その交点Aでの生活水準が不安定均

衡の交点Eの生活水準より低くなっているという事実である.Matsuyama 

and Takahashi (1993）はこのような状況の集中化を自滅的集中（Self-Defea-

ting Regional Concentration）と呼んでいる． これは非貿易サービス部門の

生産技術がかなり高いRegion2のほうに人口が集中しているにもかかわら

ず，消費者の支出の割合が非貿易サービスに対して低く，支出の割合の高い貿

易財部門の財の生産技術も人口の集中したRegion2のほうが低いからであ

る．

Figure 3はFigure2のグラフを描いたときの各財・グループに対する支

出割合のパラメータμ以外のパラメータの値をそのままにしておいて， μを

0.7から0.5に増やして描いたグラフである．この場合の Region2への集中

は自滅的ではない．これは非貿易サービス部門において高い生産技術をもっ

Region 2へ人口が集中した場合に消費者のサービスに対する支出の割合が増

加したからである．

以上の数値例を用いたグラフによる考察から，次の命題が成立する：

命題3 非貿易サービス部門にかなりの技術優位をもっ地域に人口が集中す



-74ー 経済論究第 92 号

る場合に，消費者が非貿易サービスに対して所得のうちの低い割合で支出をお

こなっていれば，そのような集中は自滅的となる．

最後に，次の命題をあたえて，本稿のモデルにおける分析を終えることにす

る．

命題4 生産技術がまったく同一である 2地域経済においては， 初期におけ

る人口規模の大きな地域のほうに長期において必ず人口が集中化する．しか

し生産技術において地域間で非対称な場合は，初期において，人口規模の小

さい地域に長期的に人口が集中してしまう場合がある．

Proof ：前半の証明には， Figure1をもちいれば簡単である. Figure 1に

おける交点Eの左に人口規模の初期点があれば，人口規模の大きな経済である

Region 2に人口が集中し，右にあれば，こんどはRegionlが人口規模が大き

くなり，この地域に人口は集中する．後半の証明には， Figure3における交点

Eの左に少しだけはなれた点を初期点と考えれば， Region2のほうが初期に

おいて人口規模の小さな地域となるが，長期的にはRegionlの人口規模を追

い越してしまう集中がみられる． Q. E. D. 

命題4の後半については，一見逆説的ではある．松山 (1994）で指摘されて

いるように，労働者は，直観的には，小さな経済から大きな経済へと移動しよ

うとする傾向にある． しかし，生産技術の地域聞における非対称性を考えた場

合には，直観に反する結論を得る．

おわりに

本稿では，貿易財バラエティー部門と非貿易サービス部門がともに独占的競

争市場となっている生産技術の異なる 2地域2財1生産要素の国際貿易モデル

に労働移動の可能性を導入して厚生分析をおこなった．労働移動が可能な長期

的においては，人口の分布に関して3つの均衡，不安定均衡が1つ，人口の集

中化をともなう安定均衡が2つ存在する．集中化がもたらす経済厚生効果につ

いては，人口が集中していくにつれて集中化した地域における一人あたりの効

用水準（生活水準）がかえって減少していく状況が存在することが示された．
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こうした状況下では，何らかの人口移動の抑制が必要となってくるであろう．

我々は，人々がlつの地域に集中することで，非貿易サービスの消費内容の

多様化が実現されるという集積の利益をもちいて，集中化現象を説明した．こ

のことは効用関数を（2）および（3）のCES型で特定化する Love-of-Variety

アプローチと生産における規模の経済性に大きく依拠している．また，個別バ

ラエティーないしサービスに対する需要の価格弾力性が一定となると近似した

ことによって，我々の分析は大幅に簡単となった．そこで，価格弾力性を近似

する以前の

ai+(l-a；）土， 作山 j＝工工
，’ ni 

という企業数（人口分布）に依存する形のままで，モデルを拡張することが可

能である．通常の独占的競争モデルでは，価格弾力性の式の第2項を企業数が

十分大きいものとして，無視してきたが，ここでのモデルの非貿易財部門の企

業数は人口が減少するにつれて小さくなり，この項は無視できなくなってくる

ので，このような定式化も興味深い．

また，効用関数（2）あるいは（3）を，差別化された中間財バラエティーに

より組み立てられる最終財の生産関数とみなすEthier(1982）による解釈を採

用して，地域集中化を議論してみてもよいであろう．このような解釈で，地域

間の不均等発展を分析した文献には，松山 (1994）がある．これらの分析への

拡張は今後の課題としたい．

参考文献

[ 1 J Dixit, A. K., and J.E. Stiglitz，“Monopolistic Competition and Optimum 
Product Diversity，” Americ，αn Economic Review, 67 (1977), 297-308. 

[ 2 J Ethier, W . J.，“National and International Returns to Scale in the Modern 
Theory of International Trade, American Economic Review, 72 (1982), 389-

405. 

[ 3 J Grossman, G. M., and E. Helpman, Innovαtion and Growth in the Global 
Economy, The MIT Press, Cambridge, Massachusetts (1991). 

[ 4 J Helpman, E., and P. R. Krugman, Market Structure and Foreign Trade, The 

MIT Press, Cambridge, Massachusetts (1985). 



一76- 経済論究第 92 号

[ 5 J Krugman, P. R., Rethinking Internαtional Trade, The MIT Press, Cam-
bridge, Massachusetts (1990). 

[ 6 J Krugman, P.R.，“Increasing Returns and Economic Geography，”Journal of 
Political Economy, 99 (1991), 483-499. 

[ 7 ] Krugman, P. R., Geography and Trade, The MIT Press, Cambridge, Massa-

chusetts (1991). 

[8］松山公紀，「独占的競争の一般均衡モデル」，岩井克人・伊藤元重編著『現代の経済

理論J1994，東京大学出版会，所収（第E章）．

[ 9 J Matsuyama, K., and T. Takahashi，“Self-Defeating Regional Concentra-
tion，” Discussion Paper, No. 1086, Northwestern University (1993). 

[10] Premer, M., and U. Waltz，“Divergent Regional Development, Factor Mo-

bility, and Nontraded Goods，“Regionαl Science and Urban Economics, 24 

(1994), 707-722. 

口1] Suzuki, K.，“Choice between Free Trade and Controlled Trade under 
Economies of Scale”In A. Takayama, M. Ohyama, and H. Ohta eds. Trade, 

Policy, and InternαtionαJ Adjustments, pp. 173-192. Academic Press, San 

Diego, California (1991). 




